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「指名制トライアル事業（仮称）」の実施の必要性（案）

○ 船社と水先人が、あらかじめ水先業務の提供に
関する契約を締結し、当該契約に基づいて水先人
が水先業務を提供する仕組み。

→ 「指名が有効に機能するような水先の取次・引
受の確立」を求めるユーザーのニーズに対応する
システム

○ あらかじめ定められた当直表に基づいて水先
業務を提供する仕組み。

→ 「あらゆる船舶にいつでも水先業務が提供さ

れること」を実務的に担保する手段として、長年
かけて確立されてきた効率的な水先の取次・引
受システム

○ ユーザーから求めがあれば、船舶に赴き、誠実に水先を行わなければならないという水先人の義務
（水先法第４０条、第４２条）

→ ・ 「あらゆる船舶にいつでも水先業務が提供されること」について、法的に担保されているところ
・ 新制度下においても、従前どおり実務的に水先業務の提供を担保する手段が必要

応 召 義 務

輪 番 制 指 名 制

両立が
必要

「指名制」 と「輪番制」の両立を具体化するため、５大水先区を対象に「指名制トライアル事業（仮称）」を実施することが適当

応召義務を果たしつつ、競争原理が機能する適切な市場環境の整備が必要

本事業の実施においては、以下について期待
・指名に関するユーザーのニーズに応えつつ、あらゆる船舶にいつでも効率的に水先業務を提供していく実務上
の手段について、検討・検証

・指名制が有効に機能し、料金等に関する交渉が進めやすくなる環境の整備
－１－
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本事業の実施に当たっては、円滑かつ安全な水先業務の実施に支障を生じさせないよう、当面、次の事項に配慮する。

（１） 輪番制による水先業務の実施に支障を生じさせないよう、本事業に参加する水先人は、各水先区ごとに水先人総数の（３０）％
以内とする。

（２） 水先人の資質の向上に支障を生じさせないよう、水先業務を開始して（２）年以内の水先人については、指名の対象としない。
また、高齢の水先人が年齢により差別されることのないよう、配慮する。

（３） 輪番制による業務において休暇中の水先人については、指名の対象としない。

一方、改正水先法の趣旨に鑑み、ユーザーに対するサービス向上の観点から、当面、次の事項に配慮する。

（１） 現在、おおむね（７２）時間前とされている指名申込みの期限を（４８）時間以内に短縮する。
（２） 指名に応じることができない場合、水先人会は、指名申込みを行った船社に対し、その具体的理由を書面により開示する。

事業の骨子（案）

－２－

１．概 要

５大水先区において、平成２１年度中にそれぞれ一つ以上の「指名制トライアル事業（仮称）」を実施する。
水先区によって、水先をめぐる状況が異なることから、本事業の内容は、水先区ごとに具体的に検討する。

本事業は、改正水先法の趣旨を勘案し、少なくとも次の内容を含むものとする。

（１） 輪番制による水先業務全般に支障を生じさせない範囲で、船社の指名による水先業務を積極的に実施するも
のであること。

（２） 船社による指名と輪番の優先順位については、原則として指名が優先されること。
（３） 関係者間で柔軟な水先料金の設定について、協議が行われるものであること。
（４） 本事業の導入に際し必要となる「水先業務引受事務要領」の改正を水先区ごとに行うものであること。

２．検討の進め方

水先区ごとに「協議会」を設置し、関係者間で本事業の在り方について検討する（具体的には、次ページ参照）。

３．配慮事項
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事業の進め方（案）

・ 東京湾水先区及び伊勢三河湾水先区は、先行して平成21年○月から開始（他の３水先区は、本年中に開始）

・ 水先業務に支障が生じれば、協議会において検討
・ 結果を関係者間でレビュー（レビューは、６か月後を目途に行う。）

レビューの結果、指名制の履行状況について問題点があれば、さらに引受事務要領等を手直し

引受事務要領を各水先人会の会則の一部に位置付け、指名制と輪番制の両立を一般化

○ 本事業の実施に当たり、引受事務要領について、水先区ごとに必要な見直しを行う。

○ 協議会においては、 「事前指名契約の確実な実行」及び「事前指名契約船以外の船に対する水先業務の提

供」を両立することが可能な本事業の在り方について検討し、その円滑な実施を図る。

（例）
① 水先人側とユーザーとの協議により、本事業の対象範囲（航路、対象船舶数等）を画定する。
② 邦船社・外船社、大手・中小を問わず、ユーザーが希望すれば、本事業に参画できる。ただし、ユーザーの希望する対象
船舶数の合計が①の対象船舶数を超える場合等においては、一律の基準により対象船舶数の調整等を行うことがある。

③ 参画するユーザーは、対象船舶数に応じ、参画する水先人をノミネートする。
④ 水先人会は、ノミネートされた水先人の参画を促し、本事業の円滑な実施に必要な水先人の確保に協力する。
⑤ 指名制と輪番制の両立を可能とする本事業のシステムを構築する。

○ 本事業の内容については、各水先区の実状に合わせ、それぞれの地区において柔軟に事業の在り方を検討
することが必要である。

５大水先区に協議会を設置

○ 本事業を実施するため、各水先区において、水先人会、本事業に参画する水先人の代表者及びユーザーに
よる「協議会」を設置する（いずれかの関係者からの要請があれば、国土交通省も協議会に参加する）。

－３－
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事業の
円滑な実施① 事業の対象範囲（航路、対象船舶数等）を画定

② 必要に応じ、参画希望船社の対象船舶数を調整
③ 参画船社は、対象船舶数に応じ水先人をノミネート
④ 水先人会は、参画する水先人を一定数確保

事業のイメージ（案）

事前指名契約船以外の船

（ は、事前指名契約を示す。）

休暇期間中
（指名対応の対象外）

輪番の順位

○ 各水先区で協議会を立ち上げ、下図の例を参考に、各水先区の実状に合った事業を検討、実施

当直表掲載者（指名対応の対象）

事前指名契約船

輪番制による当直表掲載
指

指

指名優先

指名申込は［４８］時間前まで（注２）

指

事前指名契約を実行

事前指名契約を締結していない水先人 事前指名契約を締結している水先人（注１）

指

指 指 指 指

（注１） 事業の円滑な実施のため、事前指名契約を締結した水先人が事業協同組合を設立して業務を実施することを妨げない。
（注２） 指名に応じることができない場合の具体例をあらかじめ整理しておくことが望ましい。

「ユーザー」 と 「水先人会・水先人」 等による検討・調整

①複数の水先人と事前指名契約を締結することにより、
指名契約に基づく水先を確実に実行

②事前指名契約は、船社と各水先人個人で締結

輪番制で
応召義務を担保

協議会

－４－
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